
●
は
じ
め
に

東
ア
ジ
ア
で
は
経
済
的
な
相
互
依
存
関
係
の
深

化
を
受
け
、
経
済
統
合
に
向
け
た
動
き
が
活
発
に

な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
中
、
最
も
重
要
と
み
ら

れ
て
い
る
の
が
同
地
域
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
八
割
を
占

め
る
日
本
・
中
国
間
の
経
済
連
携
で
あ
る
。
二
○

○
五
年
に
は
王
毅
駐
日
大
使
や
呉
儀
副
首
相
な
ど

中
国
側
要
人
か
ら
相
次
い
で
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に

向
け
た
提
案
が
な
さ
れ
た
。
し
か
し
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
締

結
に
は
越
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
数
多
く
の
ハ
ー

ド
ル
が
存
在
す
る
。
中
国
は
二
○
○
一
年
一
二
月

に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
加
盟
し
、
貿
易
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
の

自
由
化
を
進
め
て
い
る
が
、
関
税
・
非
関
税
障
壁

や
投
資
障
壁
が
依
然
と
し
て
残
る
。
ま
た
、
日
中

を
含
む
東
ア
ジ
ア
で
の
経
済
連
携
は
制
度
面
で
の

枠
組
み
づ
く
り
よ
り
も
実
態
面
が
先
行
し
て
来
た

こ
と
を
考
え
れ
ば
、
二
国
間
あ
る
い
は
地
域
経
済

協
定
の
内
容
は
自
由
な
商
行
為
を
支
え
る
も
の
で

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
中
国
が

取
り
組
ん
で
い
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
貿
易
・
投
資
障
壁
を

残
し
て
お
り
、
現
在
進
行
し
て
い
る
実
態
面
で
の

経
済
連
携
を
支
え
る
の
に
十
分
な
も
の
と
は
い
え

な
い
。
日
中
あ
る
い
は
そ
れ
を
包
括
し
た
東
ア
ジ

ア
経
済
連
携
へ
向
け
た
制
度
的
枠
組
み
づ
く
り
は

Ｗ
Ｔ
Ｏ
ル
ー
ル
を
越
え
た
ハ
イ
レ
ベ
ル
の
も
の
を

目
指
す
べ
き
で
、
中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
約
束
事
項

の
完
全
履
行
は
そ
の
た
め
の
一
つ
の
前
提
条
件
で

あ
る
。
以
下
で
は
、
中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
を
取
り

上
げ
、
約
束
事
項
の
履
行
状
況
を
検
証
し
、
日
中

経
済
連
携
の
可
能
性
を
探
る
。

●
Ｗ
Ｔ
Ｏ
履
行
状
況

表
１
に
は
、
中
国
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
の
約
束
事
項
及

び
履
行
状
況
を
示
し
て
い
る
。
一
見
す
る
と
約
束

は
履
行
さ
れ
、
市
場
開
放
は
、
順
調
に
進
ん
で
い

る
か
の
よ
う
に
見
え
る
。
関
税
は
、
二
○
一
○
年

の
目
標
値
を
既
に
達
成
し
て
い
る
な
ど
、
総
じ
て

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
通
り
進
ん
だ
も
の
と
し
て
評
価
で

き
る
が
、
個
別
に
見
て
い
く
と
依
然
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
不

整
合
な
運
用
や
法
解
釈
等
が
な
さ
れ
て
い
る
。

ま
ず
、
関
税
に
つ
い
て
は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
通

り
引
き
下
げ
ら
れ
た
が
、
完
成
車
特
徴
認
定
制
度

の
問
題
（
完
成
車
の
特
徴
を
備
え
て
い
る
も
の
と

認
定
さ
れ
る
も
の
を
輸
入
す
る
場
合
、
自
動
車
部

品
の
関
税
率
一
○
％
で
は
な
く
、
完
成
車
の
関
税

率
二
五
％
が
適
用
さ
れ
る
制
度
）
な
ど
、
セ
ン
シ

テ
ィ
ブ
な
品
目
に
つ
い
て
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
違
反
と
み

な
さ
れ
か
ね
な
い
実
施
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
一

方
、
貿
易
権
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
と
同
時
に
、
貿
易

権
付
与
に
あ
た
り
各
種
要
件
（
輸
出
実
績
、
貿
易

収
支
、
為
替
収
支
、
過
去
の
実
績
等
）
を
撤
廃
。

ま
た
、
対
外
貿
易
法
（
二
○
○
七
年
七
月
一
日
施

行
）
に
よ
り
、
貿
易
権
の
取
得
が
許
可
制
か
ら
届

け
出
制
に
移
行
と
な
っ
た
。

ま
た
、
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
ル
ー
ル
に
整
合
化
さ
せ
る
べ
く
、
法
整
備

が
な
さ
れ
、
他
の
規
定
に
比
べ
早
々
に
実
施
細
則

・
関
連
法
案
が
制
定
さ
れ
た
も
の
の
損
害
額
の
算

出
方
法
な
ど
実
行
面
で
の
不
透
明
さ
が
残
っ
て
お

り
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
整
合
性
が
問
題
と
さ
れ
る
点
が
あ
る
。

ま
た
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
前
に
比
し
、
調
査
件
数
が
著

し
く
増
加
し
て
お
り
、
そ
の
内
訳
を
み
る
と
ほ
と

ん
ど
が
素
材
産
業
、
特
に
化
学
品
で
あ
り
、
特
定

業
種
に
よ
る
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
の
活
用
が
浮

き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

流
通
、
銀
行
、
電
気
通
信
等
の
サ
ー
ビ
ス
分
野

に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
約
束
に
準
拠
し
た
法
律

改
正
が
な
さ
れ
た
。
し
か
し
、
法
律
の
施
行
に
あ

た
っ
て
は
、
細
則
が
定
め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
に

よ
り
、
運
用
基
準
が
曖
昧
で
あ
り
、
さ
ら
に
中
央

と
地
方
と
で
は
許
認
可
条
件
が
異
な
る
な
ど
、
外

中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
約
束
履
行
状
況

特集／東アジアFTAの進捗と日中貿易自由化の行方
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項目 約束事項 履行状況

貿易権 加盟後 3年間の経過措置。加盟時に中国企業及び外資企
業に対する貿易権の取得または維持の基準として、輸出
実績、貿易均衡、外資均衡及び過去の輸出入等の経験を
許可要件から撤廃。

対外貿易法（2004 年 7 月 1日施行）により、貿易権の
取得が許可制から届け出制に移行。

関税 加盟時 2010 年

全譲許品目 13.6％  9.8％

農産品 19.3％ 15.0％

鉱工業品 12.7％  8.9％

全譲許品目の平均輸入関税率は 9.8％、鉱工業品は 8.95
％、農産品は 15.2％（2007 年 1月 1日時点）。

アンチ･ダンピング（AD） WTO協定整合的な制度整備を約束。ダンピングマージン
の計算・審査等についても遵守。

アンチ・ダンピング条例（2002 年 1月 1日施行）、他に
関連法令（14 件）、司法解釈（1件）、特別法規（1件）
を公布。

セーフガード（SG） WTO協定整合的なセーフガード発動のための措置を整備
し、これに従い、セーフガード措置を管理。

「セーフガード条例」（2002 年 1 月 1日施行）、その他
左記条例の細則と位置づけられる 4つの規定を公布。

貿易関連投資措置（TRIMs） ローカルコンテント要求（GATT3 条違反）、輸出入均衡
要求（GATT11 条違反）の廃止。

2000 年 10 月から 2001 年３月までの間に、「外資企業
法」、「中外合作経営企業法」、「中外合資経営企業法」を
改正し、その後「外資企業法」、「中外合資経営企業法」
の実施細則を定めた。

基準・認証 国産品と輸入品とで異なる法令・基準制度の一元化。 2001 年に新設された「国家質量監督検験検疫総局」及
び「国家認証認可監督管理委員会」が外国製品に対する
内国民待遇実現のため、「４つの統一」（リストの統一、
基準・技術法規及び合格判定手続きの統一、マークの統
一、費用基準の統一）を発表。「中国強制認証」を創設（注）
（2002 年 5月）

サービス ①許認可手続き、②パートナー（合弁相手）の選択、③持分変更、④少数株主の保護について約束。

流通 ・�加盟後 3年以内に一部の例外を除き、外資参入の地理
的制限、店舗数制限、外資出資制限等を段階的に廃止。 
・�加盟時より外資系企業が中国国内で製造した製品の国
内流通（卸・小売）を承認。

「外商投資商業領域管理弁法」（2004 年 6月 1日施行）
により約束に沿った外資開放スケジュールが示される。

保険 【外資生保】加盟時より①中国パートナーの自由な選択、
②外資出資比率 50％以下承認。 【外資損保】加盟後 2年
以内に外資出資制限撤廃。 いずれも加盟後 3年以内に地
理的制限を段階的に撤廃。

「外資保険会社管理条例」（2002 年 2月 1日施行）、「外
資保険会社管理条例実施規則」（2004 年 6月 15日施行）
により、資本要件の引下げ、ライセンス交付手続きの簡
素化、承認にかかる時間の短縮化等を規定。

銀行 ①�人民元業務の実施対象 加盟後 2年以内　中国企業 加
盟後 5年以内　個人
②�加盟 5年以内に人民元業務の地理的制限の段階的撤廃 
③�加盟 5年以内に外資出資比率、業務、法人形態等を制
限する既存の信用秩序維持以外の措置の撤廃。

「外資金融機関管理条例」（2002 年 2月 1日施行）、「外
資金融機関管理条例実施細則」（2002 年 2月 1日施行）

電気通信 付加価値通信
（インターネット等）

移動体通信 国内･国際通信

外資出資比率
加盟2年以内
に50％以下

加盟3年以内
に49％以下

加盟6年以内
に49％以下

地理的制限撤廃 加盟2年以内 加盟5年以内 加盟６年以内

「外商投資電信企業管理規定」（2002 年 1月 1日施行）
により、登録のための資本金の要件、外資出資比率、ラ
イセンス手続き等を規定。

貿易関連知的所有権（TRIPS） TRIPS 協定整合的な知的財産法制度を整備し、加盟時よ
り同協定の完全実施、エンフォースメントの強化を約束。

「専利法」（2001 年７月 1日施行）、「商標法」（2001 年
12月 1日）、「著作権法」（2001 年 10月 27日施行）

表１　中国ＷＴＯ加盟約束事項および履行状況

（注）新たに強制認証（China Compulsory Certification: CCC）が創設され、CCCマークが付されることにより、従来併存していたCCIB マークと長城マークが廃止
された。
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資
に
と
っ
て
参
入
が
難
し
い
状
況
で
あ
る
こ
と
に

は
変
わ
り
は
な
い
。

知
的
財
産
権
は
、
中
国
政
府
も
権
利
保
護
強
化

を
図
り
各
種
法
改
正
を
行
っ
た
た
め
、
法
規
上
は

改
善
が
見
ら
れ
る
が
、
中
央
と
地
方
と
の
温
度
差

も
あ
り
、
中
国
全
土
で
改
善
さ
れ
る
ま
で
に
は
至

っ
て
い
な
い
。
税
関
職
員
や
審
査
官
へ
の
教
育
な

ど
法
整
備
だ
け
で
な
く
、
権
利
保
護
に
関
わ
る
人

々
の
意
識
の
格
差
を
埋
め
る
努
力
も
急
務
と
な
っ

て
い
る
。

●
問
題
点
及
び
課
題

約
束
履
行
状
況
を
概
観
す
る
と
、
共
通
す
る
主

な
問
題
点
と
し
て
以
下
の
三
点
に
集
約
さ
れ
る
と

言
え
る
。

①
透
明
性

Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
交
渉
の
際
の
首
席
代
表
を
務
め
た

龍
永
図
氏
も
中
国
の
対
外
法
体
系
に
存
在
す
る
主

な
問
題
点
は
、
透
明
性
の
問
題
で
あ
る
と
述
べ
て

い
る
が
、
加
盟
よ
り
五
年
が
経
過
し
た
現
在
も
許

認
可
基
準
の
「
不
透
明
性
」、
法
解
釈
・
運
用
の

「
不
透
明
性
」
等
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
及
び
側
面
に

お
い
て
共
通
す
る
問
題
点
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
い

る
。
実
施
細
則
が
未
整
備
の
も
の
、
あ
る
い
は
実

施
細
則
が
公
布
さ
れ
た
も
の
の
担
当
官
の
裁
量
の

余
地
が
残
さ
れ
、
法
解
釈
次
第
で
は
い
か
よ
う
に

も
で
き
る
よ
う
な
曖
昧
な
規
程
が
あ
る
な
ど
、
今

後
は
、
運
用
上
の
細
部
に
渡
る
問
題
点
を
見
直
し
、

改
善
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

②
統
一
的
行
政

Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
に
際
し
、
各
地
方
政
府
で
は
、
全

部
で
一
九
万
件
以
上
の
地
方
法
規
、
地
方
政
府
規

則
及
び
そ
の
他
政
策
措
置
を
整
理
し
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協

定
及
び
中
国
の
加
盟
約
束
事
項
に
整
合
的
な
内
容

と
す
べ
く
改
正
と
廃
止
を
行
っ
た
。
し
か
し
な
が

ら
、
地
元
企
業
の
既
得
権
益
の
温
存
を
図
る
た
め
、

地
方
保
護
主
義
的
な
対
応
が
見
ら
れ
、
中
央
政
府

が
進
め
た
改
革
が
地
方
ま
で
徹
底
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
な
ど
も
問
題
点
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

③
司
法
審
査

司
法
審
査
に
つ
い
て
は
、
制
度
面
で
の
改
善
は

見
ら
れ
る
も
の
の
、
司
法
判
断
の
中
立
性
、
的
確

性
、
一
貫
性
に
つ
い
て
は
強
い
懸
念
が
示
さ
れ
て

い
る
。
地
方
主
義
と
も
関
連
す
る
が
、
中
国
の
裁

判
官
は
、
地
方
ご
と
の
採
用
と
な
っ
て
お
り
、
自

ず
と
そ
の
地
方
と
裁
判
官
の
利
害
と
が
合
致
し
た

構
図
と
な
っ
て
し
ま
う
（
参
考
文
献
①
）
と
い
う

よ
う
な
現
実
も
あ
る
。
ど
れ
だ
け
法
律
と
い
う
枠

組
み
を
整
え
た
と
こ
ろ
で
、
執
行
力
が
伴
わ
な
け

れ
ば
、
画
餅
と
な
っ
て
し
ま
い
か
ね
な
い
。

●
日
本
及
び
米
国
の
評
価

経
済
産
業
省
は
、
今
後
中
国
と
通
商
政
策
を
進

め
て
い
く
上
で
、
取
り
組
む
べ
く
優
先
事
項
と
し

て
、「
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
措
置
の
運
用
」、

「
模
倣
品
・
海
賊
版
等
の
不
正
商
品
の
横
行
」、

「
完
成
車
特
徴
認
定
制
度
の
問
題
」、「
有
毒
化
学

品
輸
出
入
規
制
問
題
」
を
挙
げ
て
い
る
。
一
方
、

米
国
通
商
代
表
部
（
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
）
の
二
○
○
五
年

外
国
貿
易
報
告
書
に
よ
る
と
、
二
○
○
四
年
は
過

去
二
年
間
に
比
べ
れ
ば
事
態
は
改
善
し
て
お
り
、

約
束
履
行
に
満
足
し
て
い
る
と
し
な
が
ら
も
、
重

大
な
課
題
は
依
然
残
さ
れ
て
お
り
、
中
国
市
場
に

お
け
る
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
十
分
に
生
か
し
き

れ
て
い
な
い
状
況
で
あ
る
と
い
う
。
米
中
間
に
お

い
て
は
、
近
年
、
繊
維
分
野
や
輸
入
半
導
体
製
品

へ
の
Ｖ
Ａ
Ｔ
（
付
加
価
値
税
）
の
課
税
な
ど
を
巡

り
、
貿
易
摩
擦
に
発
展
す
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ
れ

て
い
る
が
、
米
国
政
府
は
、
米
中
間
の
貿
易
摩
擦

の
原
因
と
し
て
中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
約
束
履
行
の
勢
い

の
衰
え
を
指
摘
し
て
お
り
、
特
に
、
改
善
が
望
ま

れ
る
分
野
と
し
て
知
的
財
産
権
、
サ
ー
ビ
ス
、
農

業
及
び
産
業
政
策
の
四
分
野
を
挙
げ
て
い
る
。

●
日
中
経
済
連
携
の
可
能
性

加
盟
時
の
約
束
事
項
は
、
ほ
ぼ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

通
り
に
遵
守
さ
れ
て
き
た
と
言
え
る
が
、
今
後
の

さ
ら
な
る
自
由
化
に
向
け
て
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が

示
さ
れ
て
い
な
い
な
ど
、
こ
れ
か
ら
の
中
国
政
府

の
姿
勢
に
つ
い
て
は
引
き
続
き
注
視
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
中
国
の
輸
出
総
額
に
占
め
る
外
資
の

割
合
が
五
八
・
三
％
（
二
○
○
五
年
）
と
な
り
、

外
資
の
存
在
感
は
ま
す
ま
す
大
き
な
も
の
と
な
り
、

外
資
依
存
度
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
、
中
国
国
内

で
も
外
資
脅
威
論
が
興
っ
て
き
て
い
る
。
こ
う
し

た
中
、
一
部
に
外
資
制
限
的
な
施
策
が
発
表
さ
れ

る
な
ど
、
自
由
化
へ
の
流
れ
に
逆
行
す
る
よ
う
な

動
き
も
認
め
ら
れ
る
。

ま
た
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
約
束
事
項
の
履
行
上
の
問
題
点

の
他
に
も
経
済
連
携
に
向
け
、
日
中
両
国
が
制
度

的
な
枠
組
み
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、
い
く
つ
か

の
ハ
ー
ド
ル
が
あ
る
。
第
一
に
、
日
本
と
中
国
と

の
経
済
体
制
の
違
い
に
よ
る
根
本
的
な
価
値
観
の
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違
い
で
あ
る
。
価
値
観
の
異
な
る
二
国
間
で
、
一

つ
の
制
度
構
築
を
目
指
す
こ
と
が
で
き
る
の
か
と

い
う
疑
問
も
あ
る
。
し
か
し
、
現
に
、
中
国
は
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
加
盟
し
、
多
国
間
の
ル
ー
ル
を
積
極
的

に
受
け
入
れ
て
い
こ
う
と
す
る
姿
勢
が
み
ら
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
価
値
観
の
共
有
が
不
可
欠
な
「
共

同
体
」
の
構
築
は
、
当
面
難
し
い
に
し
て
も
、
Ｅ

Ｐ
Ａ
を
目
指
し
て
制
度
の
調
和
・
統
一
を
図
る
こ

と
は
不
可
能
で
は
な
い
。

第
二
に
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
日
中
間
の
覇
権

争
い
で
あ
る
。
近
年
の
目
覚
ま
し
い
経
済
発
展
に

よ
り
、
中
国
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
が
年
々
高
ま
っ
て
い

る
。
さ
ら
に
、
経
済
力
の
拡
大
に
加
え
、
軍
備
費

の
増
強
、
石
油
資
源
の
積
極
的
な
買
収
・
探
査
等

の
動
き
は
、
東
ア
ジ
ア
の
パ
ワ
ー
バ
ラ
ン
ス
に
大

き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
中
国
の
覇
権
に
ま
つ

わ
る
問
題
と
し
て
、
将
来
の
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
の

メ
ン
バ
ー
を
従
来
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
３
に
限
る
の

か
、
そ
れ
と
も
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
３
に
イ
ン
ド
、
オ

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
を
加
え
る

の
か
で
日
本
と
中
国
の
立
場
は
大
き
な
食
い
違
い

を
見
せ
て
い
る
。
し
か
し
、
日
中
間
で
覇
権
を
争

う
に
し
て
も
、
自
由
な
商
行
為
を
支
え
る
制
度
化

は
両
国
に
と
っ
て
歓
迎
す
べ
き
こ
と
で
あ
る
。

第
三
は
、
先
進
国
で
あ
る
日
本
と
開
発
途
上
国

で
あ
る
中
国
と
の
経
済
格
差
の
問
題
で
あ
る
。
ま

た
、
中
国
国
内
に
お
い
て
も
急
激
な
経
済
発
展
に

よ
る
歪
み
と
し
て
、
地
域
間
の
経
済
格
差
が
拡
大

し
て
い
る
。
経
済
格
差
が
存
在
す
る
国
家
間
・
地

域
内
で
貿
易
・
経
済
制
度
の
統
一
を
図
る
の
が
容

易
で
は
な
い
こ
と
は
中
国
側
も
認
め
て
い
る
。
今

後
、
日
中
間
で
の
経
済
的
連
携
を
深
め
て
い
く
中

で
一
部
の
大
企
業
を
除
き
、
中
国
国
内
企
業
の
技

術
力
の
向
上
、
企
業
法
制
、
税
務
・
会
計
、
知
的

財
産
権
か
ら
科
学
技
術
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
問

題
ま
で
日
本
が
協
力
す
べ
き
分
野
は
多
い
。

こ
の
よ
う
に
、
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
実
現
に
向
け
て
越

え
る
べ
き
ハ
ー
ド
ル
は
あ
る
も
の
の
、
ジ
ェ
ト
ロ

が
二
○
○
四
年
に
実
施
し
た
調
査
に
よ
る
と
、
日

中
両
国
の
企
業
が
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に
並
々
な
ら

ぬ
期
待
を
寄
せ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
同
調
査

に
よ
る
と
、「
自
社
に
と
っ
て
最
も
ビ
ジ
ネ
ス
チ

ャ
ン
ス
が
期
待
で
き
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
」
と
の
質
問
に

対
し
、
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
答
え
た
企
業
が
全
体
の
四

三
・
八
％
に
達
し
、
大
企
業
に
至
っ
て
は
、
四
七

・
八
％（
中
小
企
業
は
三
六
・
五
％
）と
多
い
（
次

い
で
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
３
〔
日
・
中
・
韓
〕
が
一

三
・
五
％
と
大
き
く
離
れ
て
い
る
）（
参
考
文
献

②
）。同
様
に
、
中
国
企
業
も
中
日
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
「
肯

定
的
」
に
捉
え
る
企
業
が
七
一
％
（
回
答
企
業
四

九
社
中
三
五
社
）、「
普
通
」
は
二
九
％
で
、「
否

定
的
」
に
捉
え
る
企
業
は
一
社
も
な
か
っ
た
。
日

中
Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に
至
る
ま
で
の
期
間
も
、「
五
年

以
内
」
が
三
三
％
で
最
も
多
く
、
次
い
で
「
一
○

年
以
内
」
が
二
六
％
と
な
っ
て
い
る
（
参
考
文
献

③
）。日

中
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
結
ん
だ
場
合
、
両
国
と
も
メ

リ
ッ
ト
を
享
受
で
き
る
。
し
か
も
、
早
く
締
結
し

た
方
が
、
経
済
的
メ
リ
ッ
ト
が
大
き
い
と
い
う
調

査
結
果
も
出
て
い
る
（
参
考
文
献
④
）。
日
中
が

と
も
に
乗
り
越
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
障
壁
も
多

い
が
、
実
態
面
で
進
行
し
て
い
る
経
済
連
携
で
恩

恵
を
享
受
し
て
い
る
日
本
と
中
国
が
、
デ
フ
ァ
ク

ト
経
済
連
携
を
促
進
す
る
制
度
的
枠
組
み
づ
く
り

に
協
力
で
き
な
い
は
ず
は
な
い
。
し
か
し
、
自
由

な
商
行
為
を
制
度
的
に
支
え
て
い
く
に
し
て
も
、

日
中
の
二
国
間
を
優
先
す
る
の
か
、
そ
れ
と
も
日

中
を
含
む
東
ア
ジ
ア
の
マ
ル
チ
を
優
先
す
る
の
か
、

と
い
う
問
題
は
残
る
。
日
中
間
に
高
い
障
壁
が
存

在
し
、
か
つ
日
中
関
係
が
成
熟
し
て
い
な
い
段
階

で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
韓
国
を
含
む
広
い
地
域
で

の
制
度
的
枠
組
み
づ
く
り
の
方
が
よ
り
現
実
的
で

あ
る
と
言
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
そ
し
て
日
中
間

の
個
別
に
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
は
、
域
内

共
通
の
一
定
の
考
え
方
で
臨
む
の
が
優
れ
た
ア
プ

ロ
ー
チ
と
い
え
よ
う
。

（ 

さ
と
う　

く
み
こ
／
日
本
貿
易
振
興
機
構
在

外
企
業
支
援
・
知
的
財
産
部
知
的
財
産
課
）

《
参
考
文
献
》

①
森
・
濱
田
松
本
法
律
事
務
所
／
射
天
矢
好
雄
・

石
本
茂
彦
編
著
『
中
国
ビ
ジ
ネ
ス
法
必
携
二
○

○
五
／
二
○
○
六
』
ジ
ェ
ト
ロ
、
二
○
○
五
年
。

②
日
本
貿
易
振
興
機
構
経
済
情
報
部
「
日
本
企
業

の
東
ア
ジ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
、
元
切
り
上

げ
の
影
響
」
二
○
○
四
年
。

③
張
蘊
嶺
「
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
日
中
ビ
ジ
ネ
ス

連
携
の
在
り
方
│
中
国
側
か
ら
の
見
方
」（『
通

商
弘
報
』
二
○
○
六
年
二
月
一
○
日
）。

④
岡
本
信
広
ほ
か
「
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
日
中
Ｆ

Ｔ
Ａ
の
マ
ク
ロ
経
済
分
析
効
果
」
玉
村
千
治
編

『
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
日
中
貿
易
』
ア
ジ
ア
経

済
研
究
所
、
二
○
○
七
年
。

特集／東アジアFTAの進捗と日中貿易自由化の行方
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